
 

（様式） 

措置の通知書 （危機管理課） 

監査期間 
令和４年１０月１２日から 

令和４年１１月２８日まで 

令和４年度蒲監第６９号関係分 

指 摘 事 項 等 措 置 状 況 

〔 意 見 〕 

来るべき大規模災害に備えるため、ハ

ザードマップの認知度向上や有効活用

など、市民意識の向上を図り、地域に根

差した防災・減災を推進されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

〔改善事項〕 

１ 一者随意契約の締結に当たり、支出

負担行為決議書に業者選定理由が明記

されていないものが見受けられたの

で、業者選定手続きの透明性、公平性が

確保されるよう改善されたい。 

 

 

２ 契約書において、仕様書等の添付が

なく契約内容が明確にならないものが

見受けられたので、契約書の作成に当

たっては細心の注意を払い、契約規則

及び会計事務の手引に基づき適正な事

務処理に努められたい。 

 

 ハザードマップは新規作成または内容

更新があったときには全戸配布してお

り、それ以外の周知については、 

・市ホームページ 

・広報がまごおり令和 4年７月号 

にて行っています。また、市外からの転

入者には市民課窓口で配布しています。 

今後は防災教室等で題材として取り上

げる等、更なる認知度向上を図ってまい

ります。 

 

 

一者随意契約理由の記載については、

事前調査での指摘後、支出負担行為決議

書に記載するとともに、課内で情報共有

し、起案時及び決裁時に記載漏れのチェ

ックを行うこととした。 

 

 

契約書の添付書類については、作成時

に契約規則及び会計事務の手引きを参照

し、正しく事務処理を行うよう課内で意

識共有した。 

 


